
１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

理 事 長 南部　和人 R6.6 常勤

理 事 黒田　英彦 R6.6

理 事 青山　 　敬 R7.6

理 事 中谷　　 清 R6.6

理 事 花田　眞理子 R6.6

監 事 大西　敏夫 R6.6

千円 監 事 小川　克弘 R6.6

千円

千円

千円

千円

千円

千円

２．役職員の状況 （単位：人）

府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

1 0 1 0 1 1 0

6 0 1 0 1 6 0

0 0 0 0 役員の定数・任期・選任方法

7 2 5 2 4 6 2 定数 理事 3 名以上7名以内

3 0 0 2 監事 2 名以内

28 2 4 2 1 10 2 任期 理事 2 年

38 4 9 4 5 18 4 監事 4 年

7 4 5 10 選任方法

3 人）の

年間給与手当支給額平均 6,648 千円 平均年齢
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大阪府土地改良事業団体連合会専務理事
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大阪府における地域社会と調和のとれた農林業の振興を図るとともに、地球環境の保全
及び自然環境の回復等良好な生活環境の保全を推進し、もって府域の均衡ある発展に寄
与することを目的に設立。
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一般財団法人 大阪府みどり公社

（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

予算

① 107,916 103,790 109,860 159,236

28.4% 27.0% 41.3% 50.5%
② 189,331 185,436 61,330 61,563

49.8% 48.3% 23.0% 19.5%
③ 38,965 48,071 44,004 53,428

10.3% 12.5% 16.5% 17.0%
④ 30,352 33,199 37,622 40,945

8.0% 8.6% 14.1% 13.0%
⑤ 13,197 13,507 13,414 0

3.5% 3.5% 5.0% 0.0%

379,761 384,003 266,230 315,172

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

【事業計画及び事業実績】

４　森林環境譲与税を活用した森林整備・ ①森林環境譲与税による森林整備
　　木材利用の促進支援

②森林環境譲与税による木材利用

延べ人数　　154人 延べ人数　　155人

発信に対するフォロワー数等

事業参加者数　5,078人

大阪産材を使用して実施した

新たに計画的な森林整備に 新たに計画的な森林整備に
着手した市町村数　4市町村 着手した市町村数　5市町村

３．主要事業の概要　

備　　考

・大阪府民の森の管理運営事業(指定管理)
・大阪府民の森を拠点とした公益事業、収益事業の推進

備　考
令和５年度計画令和４年度実績

事　項

事　　業　　名

全事業合計に占める割合

事　業　内　容

全事業合計に占める割合

①～④以外の事業

農地中間管理事業等農地関連事業

全事業合計に占める割合

事　業　量　

・農地中間管理機構等関連事業

大阪府民の森の管理運営事業

【事業規模（事業費）】

地球温暖化防止活動推進支援事業

２　大阪府民の森等管理運営事業 府民の森の利用促進

３　地球温暖化防止活動推進事業 ①地球温暖化防止の働きかけを行う
　　啓発人数

②研修・活動機会の提供により支援し

農地の貸付面積　26.4ha 農地の貸付面積　27ha以上

森林整備・木材利用促進支援事業

全事業合計に占める割合

全事業合計に占める割合

全事業合計

事業参加者数　5,100人

・地球温暖化防止活動の推進に関する事業
・環境調査・相談事業

・森林整備・木材利用促進支援事業

・金剛登山道駐車場事業
　　（R5から金剛登山道駐車場事業は②大阪府民の森の管理事業
と一括管理）

１　農地中間管理事業等農地関連事業 農用地等の貸借事業
地域への働きかけ　50回地域への働きかけ　49回

SNSによるちはや園地の魅
発信に対するフォロワー数等

セミナーなど環境教育・啓発 セミナーなど環境教育・啓発

　　　　　　　　　　　　　654人 　　　　　　　　　　　　　714人

SNSによるちはや園地の魅

　　た推進員の延べ人数

木材利用事業数　11件
大阪産材を使用して実施した

木材利用事業数　14件



一般財団法人 大阪府みどり公社

４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

予算

89,964 83,396 75,498 122,093
72,210 71,481 71,277 117,872

275 275 275 275

3,946 3,946 3,946 3,946

13,533 7,694 0 0

207,364 223,585 91,887 105,384

（指定） 168,265 168,265 30,370 29,585

（指定） 4,449 4,251 3,343 0

（随契） 34,650 35,530 39,270 43,090

（随契） 0 10,483 0 0

（随契） 0 4,224 0 0

（随契） 0 0 2,706 2,740

（随契） 0 0 5,698 9,988

（随契） 0 0 10,500 15,106

（随契） 0 832 0 0

（随契） 0 0 0 4,875

0 0 0 0
28 11 19 22

（需用費） 28 11 0 0

（報酬等） 0 0 19 22

297,356 306,992 167,404 227,499

0 0 0

0 0 0

大阪府農業経営計画認定審査会委員にかかる報酬等 大阪府農業経営計画認定審査会の委員報酬及び旅費

大阪府民の森管理運営業務

参入支援事業補助金（府単独） 農地貸借を希望する準農家に対する指導業務

貸　付　金

（
内
訳

）

農地有効利用促進事業補助金（府単独）

委　託　料

カーボンフットプリント（ＣＦＰ）等を活用した普及啓発手法の
検討

農業経営総合サポート事業

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

府借入金残高（期末）

その他（分担金・負担金・出捐金等）

地球温暖化防止活動推進員機能強化事業

脱炭素経営宣言促進事業

大阪府民の森(令和３年度まで：ほりご園地を除く８園地・令
和４年度：ちはや園地のみ・令和５年度：府民の森ちはや園
地・金剛登山道駐車場)の管理運営

箕面北部丘陵地区動植物調査業務委託

地球温暖化防止活動推進員の新たな人材確保とより効果的
な普及啓発手法のための研修事業

新型コロナウイルス感染症による施設利用料減収に係る損
失補填、電気・ガス代の上昇に伴う経費の増加分に係る支
援及び施設休止に伴う減収額に係る補填
・令和２年度（北河内：1,243、南河内：134、金剛登山道駐車
場：3,072）
・令和３年度（金剛登山道駐車場：4,251）
・令和４年度（南河内：148、金剛登山道駐車場：3,195）

森林整備・木材利用に関する市町村への技術的支援

合 計

脱炭素経営宣言促進事業の受付業務や周知

（
内
訳

）

ハイキングマップの購入

大阪府民の森等管理運営業務に係る損失補填等

森林整備・木材利用促進支援センター設置業務

家庭の省エネ・ｴｺﾗｲﾌｽﾀｲﾙ推進強化事業 家庭での省エネ相談・診断業務

箕面北部丘陵地区動植物調査業務

脱炭素化に向けた消費行動促進事業

ハイキングマップの購入に係る経費

農の成長化産業事業、農業者向けコンサルティング業務

2025大阪・関西万博開催に向けたアイ
デア検討ワークショップ委託業務

2025年大阪・関西万博開催に向けたアイデア検討ワーク
ショップ開催運営

農地中間管理事業対象外の農地集積と集約化

（
内
訳

） 農の成長化産業事業、農業者向けコンサルティング業務

区　　分

補　助　金

大阪府農地集積・集約化対策事業補助金（国庫補助) 農地中間管理事業による農地集積と集約化

補助金、委託料等の内容

農業経営総合サポート事業



一般財団法人 大阪府みどり公社

５．財務状況
(単位：千円）　

令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比増減 分析・評価
980,947 953,545 902,107 △ 51,438
164,178 238,107 200,903 △ 37,204

現金預金 93,510 160,949 114,385 △ 46,564
未収金 12,263 19,051 30,465 11,414
その他流動資産 58,405 58,108 56,053 △ 2,055

816,769 715,438 701,204 △ 14,234
基本財産 12,000 12,000 12,000 0
特定資産 35,718 37,677 23,146 △ 14,531
その他固定資産 769,051 665,762 666,059 297

105,108 78,757 65,583 △ 13,174
75,279 47,956 48,836 880

短期借入金 0 0 0 0
未払金 58,443 28,843 34,216 5,373
その他流動負債 16,836 19,113 14,619 △ 4,494

29,829 30,801 16,747 △ 14,054
長期借入金 0 0 0 0
各種引当金 29,414 30,801 16,747 △ 14,054
その他固定負債 414 0 0 0

875,839 874,788 836,525 △ 38,263
12,000 12,000 12,000 0

863,839 862,788 824,525 △ 38,263

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

貸
借
対
照
表

資産合計
（現金預金）
現金預金の減少については、公益目的事業財
産を公益事業に活用したことによる減（44,118
千円）が主な要因である。

（未収金）
未収金の増加については、委託料の未収入額
の増（7,812千円）と、予定申告消費税の還付
額の発生による増（4,905千円）が主な要因で
ある。

（特定資産）
特定資産の減少については、退職給付引当資
産の減（14,054千円）が主な要因である。

（各種引当金）
各種引当金の減少については、退職給付引当
金の減（14,054千円）によるものである。

流動資産

固定資産

負債合計
流動負債

固定負債

正味財産合計
指定正味財産

一般正味財産



一般財団法人 大阪府みどり公社

(単位：千円）　

令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比増減 分析・評価

経常収益 377,218 385,601 228,841 △ 156,760
基本財産運用益 239 26 26 0
特定資産運用益 96 20 20 0
受取会費 0 0 0 0
事業収益 270,310 289,780 139,023 △ 150,757
受取補助金等 95,363 88,626 85,013 △ 3,613
受取負担金 0 0 0 0
受取寄付金 0 0 304 304
その他の収入（受取利息収入等） 11,209 7,150 4,455 △ 2,695

経常費用 381,528 386,653 267,105 △ 119,548
事業費 380,553 385,555 266,230 △ 119,325
管理費 975 1,098 875 △ 223

△ 4,310 △ 1,051 △ 38,264 △ 37,213
経常外収益 0 0 0 0
経常外費用 0 0 0 0

0 0 0 0
△ 4,310 △ 1,051 △ 38,264 △ 37,213

　　　 基本財産運用益 239 26 26 0
　　　　 一般正味財産への振替額 △ 239 △ 26 △ 26 0

0 0 0 0
875,839 874,788 836,525 △ 38,263

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

（事業収益）
事業収益の減少については、大阪府民の森の
管理運営事業（北河内地区・中河内地区）が
終了したことによる減（154,783千円）が主な要
因である。

（事業費）
事業費の減少については、大阪府民の森の管
理運営事業（北河内地区・中河内地区）が終
了したことによる減（138,096千円）が主な要因
である。

当期経常増減額

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額

　

正
味
財
産
増
減
計
算
書

（一般正味財産増減の部）

 （指定正味財産増減の部）

正味財産期末残高
当期指定正味財産増減額



一般財団法人 大阪府みどり公社

(単位：千円）　

保有総額＜令和4年3月31日時点＞ 保有総額と時価評価額差（B）-(A）

0 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比増減 分析・評価

9,829 9,867 10,090 223

143,408 200,900 146,754 △ 54,146

2,972 1,387 1,210 △ 177

1,052 1,381 284 △ 1,097

令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比増減 分析・評価

公益事業費用／経常費用 86.2% 84.5% 76.5% -8.0%pt

人件費／経常費用 40.9% 54.9% 59.2% 4.3%pt

自己収入／経常収益 65.5% 64.0% 37.4% -26.6%pt

流動資産／流動負債　 218.1% 496.5% 411.4% -85.1%pt

借入金残高／負債・正味財産合計　 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%pt

流動比率

0

保有総額（Ａ）＜令和5年3月31日時点＞

役員人件費

公益目的事業比率

人件費比率

退職給付費用

（流動比率）
流動比率の低下については、公益目的財産を
公益事業に活用したことによる現金預金の減
が主な要因で、前年度比マイナス85.1％ptと
なっているが、400％を超える安定した比率で
ある。

0

（職員人件費）
職員人件費の減少については、大阪府民の森
の管理運営事業（北河内地区・中河内地区）
が終了したことによる人件費の減（61,694千
円）が主な要因である。

減価償却費

主要経営指標

自己収入比率

職員人件費

時価評価額（Ｂ）＜令和5年3月31日時点＞
仕組債の保有状況

借入金比率

主な経常費用



一般財団法人 大阪府みどり公社

（単位 ： 円）
科　 　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産
　現金預金  114,384,519  160,948,838 △ 46,564,319

　未収金  30,465,465  19,050,624 11,414,841
　商品  458,079  1,390,058 △ 931,979

　棚卸土地  54,414,300  54,414,300 0
　前払金  916,301  2,082,185 △ 1,165,884
　立替金  263,918  221,078 42,840

　流動資産合計  200,902,582  238,107,083 △ 37,204,501
　２．固定資産

(1) 基本財産
投資有価証券  12,000,000  12,000,000 0

基本財産合計  12,000,000  12,000,000 0
(2) 特定資産
退職給付引当資産  16,746,789  30,801,456 △ 14,054,667

減価償却引当資産  6,399,133  6,875,169 △ 476,036
特定資産合計  23,145,922  37,676,625 △ 14,530,703

(3) その他固定資産
什器備品 6,898,510 7,077,550 △ 179,040

什器備品減価償却累計額 △ 6,399,133 △ 6,875,169 476,036
電話加入権  289,217  289,217 0
投資有価証券  664,919,946  664,919,946 0

出資金  350,000  350,000 0
その他固定資産合計 666,058,540 665,761,544 296,996

固定資産合計  701,204,462  715,438,169 △ 14,233,707
資産合計  902,107,044  953,545,252 △ 51,438,208

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債
　　未払金  34,216,412  28,843,069 5,373,343
　未払消費税等  0  4,778,800 △ 4,778,800
　未払法人税等  70,000  70,000 0

　前受金  233,994  1,680,901 △ 1,446,907
　預り金  7,527,527  7,918,024 △ 390,497

　賞与引当金  6,787,820  4,664,926 2,122,894

　流動負債合計  48,835,753  47,955,720 880,033
　２．固定負債
　退職給付引当金  16,746,789  30,801,456 △ 14,054,667
　固定負債合計  16,746,789  30,801,456 △ 14,054,667

　　負債合計  65,582,542  78,757,176 △ 13,174,634
Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

　　寄付金  12,000,000  12,000,000 0
　指定正味財産合計  12,000,000  12,000,000 0
　（うち基本財産への充当額） (  12,000,000) (  12,000,000) (                 0)
　　（うち特定資産への充当額） (                0) (                0) (                 0)

　２．一般正味財産  824,524,502  862,788,076 △ 38,263,574
　（うち基本財産への充当額） (                0) (                0) (                 0)

　（うち特定資産への充当額） ( 6,399,133) ( 6,875,169) (△476,036)

　正味財産合計  836,524,502  874,788,076 △ 38,263,574
　負債及び正味財産合計  902,107,044  953,545,252 △ 51,438,208

貸　　借　　対　　照　　表
令和５年３月３１日現在

（単位：円）
科　 　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部
 (1) 経常収益
① 基本財産運用益 [ 26,160 ] [ 26,160 ] [ 0 ]

基本財産受取利息 26,160 26,160 0
② 特定資産運用益 [ 19,794 ] [ 19,794 ] [ 0 ]

特定資産受取利息 19,794 19,794 0
③ 事業収益 [ 139,023,410 ] [ 289,780,345 ] [ △ 150,756,935 ]

農地関連事業収益 30,458,789 18,016,350 12,442,439
施設管理事業収益 47,265,340 199,771,535 △ 152,506,195
温暖化防止活動事業収益 22,029,281 36,462,460 △ 14,433,179
森林整備・木材利用促進支援事業収益 39,270,000 35,530,000 3,740,000

④ 受取補助金等 [ 85,012,920 ] [ 88,625,563 ] [ △ 3,612,643 ]

受取国庫補助金 8,995,000 4,590,000 4,405,000
受取大阪府補助金 75,497,920 83,395,993 △ 7,898,073

受取民間助成金 520,000 639,570 △ 119,570
⑤ 受取寄付金 [ 303,552 ] [ 0 ] [ 303,552 ]
受取寄付金 303,552 0 303,552

⑥ 雑収益 [ 4,455,435 ] [ 7,149,558 ] [ △ 2,694,123 ]
受取利息 682,607 885,195 △ 202,588

雑収益 3,772,828 6,264,363 △ 2,491,535
　経常収益計 228,841,271 385,601,420 △ 156,760,149

 (2) 経常費用

① 事業費 [ 266,230,241 ] [ 385,554,822 ] [ △ 119,324,581 ]
役員報酬 8,383,287 8,326,080 57,207
給料手当 126,107,673 173,984,978 △ 47,877,305
賃金 10,844,417 13,794,155 △ 2,949,738

退職給付費用 1,209,678 1,387,105 △ 177,427
法定福利費 21,676,247 28,041,445 △ 6,365,198

福利厚生費 445,703 655,353 △ 209,650

賞与引当金繰入額 6,779,730 4,661,055 2,118,675
会議費 1,246 116 1,130
旅費交通費 2,690,576 1,831,380 859,196
通信運搬費 1,531,958 3,058,487 △ 1,526,529

減価償却費 242,585 1,197,849 △ 955,264
消耗品費 4,203,996 9,143,421 △ 4,939,425

修繕費 1,251,769 17,042,798 △ 15,791,029

印刷製本費 1,990,796 2,593,324 △ 602,528
燃料費 333,271 1,528,171 △ 1,194,900
光熱水料費 3,513,419 9,192,093 △ 5,678,674
賃借料 36,516,579 36,023,392 493,187

保険料 378,748 986,281 △ 607,533
広告宣伝費 0 101,619 △ 101,619

諸謝金 3,929,400 4,743,200 △ 813,800

租税公課 6,475,211 15,117,313 △ 8,642,102
支払負担金 7,795,650 7,425,060 370,590
支払手数料 1,083,001 1,819,118 △ 736,117
支払利息 0 7,100 △ 7,100

委託費 13,498,246 32,674,748 △ 19,176,502
販売品売上原価 1,730,420 1,344,556 385,864

役務費 3,594,702 8,828,519 △ 5,233,817

雑費 21,933 46,106 △ 24,173

正　味　財　産　増　減　計　算　書
令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで



一般財団法人 大阪府みどり公社

（単位：円）
科　 　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

　②管理費 [ 874,602 ] [ 1,097,830 ] [ △ 223,228 ]
　役員報酬 433,113 572,720 △ 139,607
　給料手当 220,066 223,938 △ 3,872
　法定福利費 56,661 62,189 △ 5,528

　福利厚生費 947 1,013 △ 66

　賞与引当金繰入額 8,090 3,871 4,219
　会議費 1,155 0 1,155

　旅費交通費 23,590 9,580 14,010
　通信運搬費 11,717 24,110 △ 12,393
　減価償却費 41,877 183,581 △ 141,704

　賃借料 48,240 0 48,240
　租税公課 0 200 △ 200

　支払手数料 29,146 16,628 12,518
　経常費用計 267,104,843 386,652,652 △ 119,547,809

　　当期経常増減額 △ 38,263,572 △ 1,051,232 △ 37,212,340
 ２．経常外増減の部

 (1) 経常外収益
① 引当金戻入額 0 0 0
退職給付引当金戻入額 0 0 0

貸倒引当金戻入額 0 0 0
② 雑収益 0 0 0

雑収益 0 0 0
　経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用
① 固定資産除却損 [ 2 ] [ 0 ] [ 2 ]
什器備品除却損 2 0 2

　経常外費用計 2 0 2
　当期経常外増減額 △ 2 0 △ 2

　当期一般正味財産増減額 △ 38,263,574 △ 1,051,232 △ 37,212,342
　一般正味財産期首残高 862,788,076 863,839,308 △ 1,051,232

　一般正味財産期末残高 824,524,502 862,788,076 △ 38,263,574
Ⅱ　指定正味財産増減の部
① 基本財産運用益 [ 26,160 ] [ 26,160 ] [ 0 ]

基本財産受取利息 26,160 26,160 0
② 一般正味財産への振替額 [ △ 26,160 ] [ △ 26,160 ] [ 0 ]

一般正味財産への振替額 △ 26,160 △ 26,160 0
　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　指定正味財産期首残高 12,000,000 12,000,000 0
　指定正味財産期末残高 12,000,000 12,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 836,524,502 874,788,076 △ 38,263,574



一般財団法人 大阪府みどり公社

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

単
位 R３実績値 R４目標値

R４実績値
（※１）

ウエイト
得点

（※２）
小計

（※３）

市町村による森林環境譲与税を活用した森林整
備・木材利用の促進支援

10

件 11 101111

※３　小計の【　　】は得点率。

※２　目標値が前年度実績以上の場合、当該年度の実績値が目標値に到達しないときでも、達成状況に応じて加点を行う。

※１　網掛けは目標達成項目。

10 10

⑤ 安定的財政基盤の確立 一般正味財産増減額 千円

10

④

△ 1,051

4 10 10

森林環境譲与税により大阪府産材を使っ
て実施した木材利用の事業数

10/10

【100％】
△ 40,966 △ 38,264 10 10

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

10

森林環境譲与税により新たに計画的な森
林整備に着手した市町村数（森林を有す
る33市町村中）

市町村 3 4

150

③ 府民の森の利用促進
SNSによるちはや園地の魅力発信に対す
るフォロワー数等

50/50

【100％】
人 419 479 654 10

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

② 啓発事業、支援業務の実施

49

研修・活動を支援する推進員の延べ人数 人 155

地球温暖化防止の働きかけを行う啓発人
数

人 5,310

154

5,000 5,078 10

回 48 10 1049

25.4 26.4 30 30
40/40

【100％】

26以上

６．R４年度　経営目標の達成状況

戦略目標 成果測定指標

①
多様な担い手への農地の集積・集約化と遊休農
地解消及び未然防止に係る取組みの実施

農地の貸付面積 ha

地域への働きかけ



一般財団法人 大阪府みどり公社

点数（合計）

100

７．法人による評価結果

法人の総合的評価結果

経営目標については、全ての項目について達成した。
①農地の集積・集約化の取組みについては、大阪府が定めた「農地中間管理事業の推進に関する基本方針」に基づき、大阪府や市町村等と連携して農地中間管理事業に取り組んだ結果、農地の
貸付面積は26.4haと目標を達成した。また、地域への働きかけ回数についても目標を達成した。
②地球温暖化防止関連では、環境省の補助事業等を活用し、大阪府や市町村と協働して、環境イベント、出前講座及びセミナー開催に加え、Webを使用した啓発により、5,078人に対して地球温暖化
防止の働きかけを行った。また、延べ154人の推進員に対し、活動機会の提供や研修による支援を行った。
③ちはや園地の魅力をSNSにより情報発信するとともに、令和４年度は初年度の取組みとして府民の森利用者にフォロワー登録を呼びかけたため、目標を大きく上回る654人のフォロワー数等の登
録があった。
④市町村による森林環境譲与税を活用した森林整備や木材利用を促進するため、訪問指導による助言や研修会の開催等を実施し、新たに計画的な森林整備に着手した市町村は4、大阪府産材を
使用した木材利用の事業数は11とそれぞれ目標を達成した。
⑤一般正味財産増減額については、従来、指定管理者として管理していた大阪府民の森（北河内・中河内地区）の令和４年度以降の指定管理者に指定されなかったため、一般正味財産増減額は令
和３年度の△1,051千円に対し、令和４年度は△38,264千円とマイナス幅が拡大したが、組織・人員体制の見直しによる経費の抑制、補助金及び委託料等の獲得による収入確保等により、目標値△
40,966千円（中期経営計画（修正後））を達成した。



一般財団法人 大阪府みどり公社

８．府の審査・評価の結果

点数（合計） 役員業績評価

100 A

９．「令和５年度大阪府行政経営の取組み」における方向性（令和５年２月）   

　

○存続
・農地中間管理機構として、法令に基づく事業を実施する

審査の結果

　最重点目標である①多様な担い手への農地の集積・集約化
と遊休農地解消及び未然防止に係る取組みについては、担い
手へ農地の集積・集約に結び付けるため、本府や市町村と連
携し、借受希望者への広報や地域への働きかけを実施し、数
値目標を達成している。
　②啓発事業、支援業務の実施、③府民の森の利用促進、④
市町村による森林環境譲与税を活用した森林整備・木材利用
の促進支援についても、すべて目標を上回る実績を上げてお
り、法人のミッションに適ったサービスが提供されている。
　⑤安定的財政基盤の確立については、府民の森（北河内地
区・中河内地区）の管理運営事業が終了したことにより、公益
目的事業の一般正味財産増減額のマイナス幅が拡大したが、
経費の抑制や新たな委託事業の獲得に努め、収支額が目標
を上回る実績を上げた。

経営状況、事業の実施状況その他の事項に関する府の評価結果及び指導・助言

（評価）
・最重点目標である「農地の貸付面積」をはじめ、全ての目標を達成しており、農地中間管
理機構、地球温暖化防止活動推進センター及び森林整備・木材利用促進支援センターとし
ての役割を果たしていることは評価できる。

（指導・助言）
・大阪府の農地中間管理機構として、関係機関との連携強化、重点地域等への働きかけを
行い、引き続き、農地の集積・集約化と遊休農地の解消等を図る取組みを進めること。
・「一般正味財産増減額」については、目標は達成したものの、大阪府民の森管理運営事
業（北河内地区・中河内地区）が終了したことにより、マイナス幅が拡大し、法人の財務状況
に大きな影響を与えていることから、公益目的事業を効果的・効率的に行いつつ、府内市
町村の自然環境保全に関する指定管理事業や環境分野の事業など、法人運営の安定化
に資するよう新たな事業獲得に向けた取組みを積極的に行うこと。また、法人全体の収支
改善を図るため、最適な組織体制の下、効率的な事業展開に努めること。



一般財団法人 大阪府みどり公社

ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】

③府民の森の利用促進

・SNSによるちはや園地の魅力発信に対するフォロワー数等
【419人(R3実績)→659人(R7)】

⑤安定的財政基盤の確立

・一般正味財産増減額
【△1,051千円(R3実績)→△37,214千円(R7)】

５ 法人運営の安定化

公益目的支出計画を着実に執行するとともに、
大阪府の施策方針に沿い、委託事業や補助事業を
受けながら、安定的かつ継続的な事業展開を行う。

４ 市町村による森林整備・木材利用の促進支援

府内各市町村において森林環境譲与税を活用し
た森林整備や木材利用の取組みが着実に進められ
るように様々な形で支援を行うことにより、健全
な森林の整備・保全による府民の安全・安心な暮
らしの確保に資する。

２ 地球温暖化防止に寄与する活動の促進

地球温暖化対策の広報・啓発の拠点として、気
候危機であることを府民にわかりやすく情報発信
するなど、府民が一体となって脱炭素化に向けた
行動をしていくよう意識変容の取組みを推進す
る。

３ 自然環境の保全、府民への提供

指定管理者として、大阪府民の森の適切な維持

管理及び運営を行い、利用者の安全性及び快適性

を確保することにより、府民に自然の風景地と親

しむ場を提供し、府民の健康で文化的な生活の確

保に資する。

１ 多様な担い手の育成・確保及び農空間の保全・

活用の促進

大阪農業の特性を生かしながら、多様な担い手

への農地の集積・集約による経営基盤の強化、遊

休農地の解消及び未然防止などを推進する。

④市町村による森林環境譲与税を活用した
森林整備・木材利用の促進支援

・森林環境譲与税により新たに計画的な森林整備に
着手した市町村数
【3市町村(R3実績)→6市町村(R7)】

・森林環境譲与税により大阪府産材を使って
実施した木材利用の事業数
【7件(R2実績)→21件(R7)】

○大阪の農林業の振興、自然地球環境の保

全等

・府や国、関係団体との連携のもと、法人

のノウハウなど資源を最大限に有効活用

し、農地の集約化事業、地球温暖化防止

活動事業等、「みどり」の保全など社会

に貢献する。

■ 大阪府の施策

・多様な担い手の育成・確保

・農空間の保全・活用

・地球環境問題への取組み

・既存ストックを活用した科学的な素養を

育む学習の推進

・既存ストックを活用した環境学習の推進

・周辺山系の保全・利用

②啓発事業、支援業務の実施

・地球温暖化防止の働きかけを行う啓発人数
【3,704人(R2実績)→5,000人(R7)】

・研修・活動機会の提供により支援した推進員の延べ人数
【55人(R2実績)→150人(R7)】

①多様な担い手への農地の集積・集約化と遊休農地の解消
及び未然防止に係る取組みの実施

・農地の貸付面積
【24.6ha(R2実績)→25ha以上(R7)】

・地域への働きかけ
【47回(R2実績)→48回(R7)】

１０．経営目標設定の考え方



一般財団法人 大阪府みどり公社

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

〇農地の面的な貸借：条例における農空間保全地域制度及び機構関連農地整備事業実施に繋がる地区など、面的事業展開
に重点的に取り組む。
〇事業活用に向けた積極的な地域への働きかけと事業ＰＲを行う。
〇規模拡大意欲が強い若手農業者や新規参入予定者に対し事業説明を行う。

10 48

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意） 戦略目標達成のための活動事項

最重点とする理由、
経営上の位置付け

〇日本の農業・農村を取り巻く状況は、基幹的農業従事者の高齢化や遊休農地の増加、農業所得の減少等が進行するなど
厳しさが増している。
このため、国においては、農業の構造改善の加速化、農業の産業としての強化、農業・農村の所得の増加を目指すことによ
り、若者たちが希望を持つことができる農業・農村を作り上げることを目指している。
〇これを具体的に進めるための柱の一つとして、農地中間管理機構を通じた農地の集約化等生産コストの削減が掲げられ、
平成25年に「農地中間管理の推進に関する法律」が制定、翌年に「農地中間管理の推進に関する基本方針」が大阪府で策定
されるとともに、当該法律に基づき府内で唯一の事業機関として当公社は「農地中間管理機構」に指定された。
〇当公社は、大阪府における地域社会と調和のとれた農林業の振興を図るとともに、地球環境の保全及び自然環境の回復等
良好な生活環境の保全を推進していくことを目的としている。
〇大阪府より農地中間管理機構として求められている「担い手の育成、農地の集積・集約化の推進、遊休農地の解消や未然
防止」等は、公社の理念とも合致していることから、当該事業を公社４本柱の最重点事業として実施する。

１　大阪府や市町村、関係機関との連携強化
　農地中間管理事業の推進には、大阪府や市町村、関係機関との連携が重要であるこ
とから、さらに、連携強化を図る。
①大阪府と機構の役割分担の上にたって、府と連携し、府の農地利用促進チームと一
体となって面的な取組みを更に進める。
②市町村、農業委員会、JA及び土地改良区等農業団体と緊密に連携し事業を実施す
る。とりわけ、農業委員、農地利用最適化推進委員が地域における協議の場に積極的
に参加することが法令で明確化されたことから、農業委員会とより密接に連携を図る。
③市町村、土地改良区との取組みを促進するため、引き続き、業務委託を促していく。

２　重点地域等地域への具体的な働きかけ
①条例における農空間保全地域制度及び機構関連農地整備事業実施に向けた取組み
が進んでいる地区や機運が高まっている地区での重点的な取組みのほか、農地中間管
理事業の更なる周知や今後の重点地区の掘り起こしに向け、大阪府や市町村とともに
農地中間管理事業の活用に向けて、地域へ出かけ、働きかけを行う。
②具体的な働きかけ
　大阪府や市町村とともに、地域の農業者の現状やハード･ソフト面のニーズ、地域の将
来像への考え方を共有し、地域のキーパーソンと連携しながら、農地中間管理事業の
活用を働きかける。また、規模拡大農家が不在の地域に対しては、府と連携し、機構関
連農地整備事業の実例を紹介しながら、事業の活用を促す。

[『地域への働きかけ』の流れとカウントについて]
Ⅰ府・市町村とのターゲットの共有　⇒　Ⅱ現地調査、農空間保全委員会や地域での事
業ＰＲ　⇒　Ⅲ市町村との連絡協議　⇒　Ⅳ地域の代表者への説明
⇒　Ⅴ説明会等において役員等への説明
（説明内容）
　・概要説明での働きかけ
　・詳細説明での働きかけ
  ・｢人･農地プラン｣の検討（集積・集約する担い手の検討）
　・具体的な進め方の協議
　・具体的な進め方の検証と今後の進め方
⇒　Ⅵ農地中間管理事業手続き開始（貸借意向を示した地権者からの借受け等）
　※『地域への働きかけ』の回数は、上記取組みのうち、「Ⅴ役員等への説明」の回数を
カウントする。

〇農地と農業者のマッチング（一部事務手続きを含む）までの業務を担うべき市町村の体制が脆弱なため、本来機構が担うべ
き役割以上の業務を機構が実施しながら取り組んでいる。
〇機構は農地貸借の手続き事務を主な業務としているが、対象となる農地や農業者の掘り起こしやマッチングを円滑に行うた
めには、機構が中心となって大阪府、市町村、農業委員会、ＪＡ、土地改良区等との連携が不可欠である。このため、大阪府の
農地利用促進チームや各団体との連絡調整会議等を積極的に実施し、情報共有や一体となった活動に一丸となって取り組ん
でいく。
また、土地改良区等に事業ＰＲやアンケート調査、農地貸付及び借受意向の確認等の業務を委託することにより、取組みの促
進に必要となるきめ細かな情報収集等にも取り組んでいく。
〇これら推進体制を強化することにより実績を挙げ国補助金の確保に努める。

活動方針

地域への働きかけ 回 48 49 50

１１．R５年度　目標設定表

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R３実績値 R４実績値 R５目標値
ウエイト
（R５）

中期経営計画
最終年度

目標値（R７）

①
多様な担い手への農地の集積・集約化と遊
休農地解消及び未然防止に係る取組みの
実施

農地の貸付面積 ha 25.4 26.4 27以上 30 25以上



一般財団法人 大阪府みどり公社

※ （　　)は当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

659

大阪随一の高地である金剛山の貴重な動植物等の自然情報などをわ
かりやすくタイムリーに発信し、その魅力を広く府民に伝え、来園者を
増やす。
令和４年度は、SNS利用のPRに加え、初年度の取組みとして、府民の
森利用者に登録を呼びかけたため、大幅に登録者が増加した。次年度
以降は新規のファンの登録拡大に取り組み、年間の新規登録者数+60
人を目指す。

△ 38,264 △ 37,214

府民の森の利用促進③
SNSによるちはや園地の魅力発信に対するフォロ
ワー数等

人 (419) 654 714

21

各市町村で行う木材利用事業について、大阪府産材が可能な限り活
用されるよう、市町村への普及や支援はもとより、大阪府産材の安定
供給体制の構築に向けて木材関係事業者への働きかけ等も行ってい
く。

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、　コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

⑤ 安定的財政基盤の確立 一般正味財産増減額 千円 △ 1,051

11

△ 37,214
計画の補助金や委託料の確保はもとより、直営事業等収益事業にお
ける収入の向上に努める。

10

11

②

10

10

4 5 10

④

啓発事業、支援業務の実施

地球温暖化防止の働きかけを行う啓発人数 5,100

研修・活動機会の提供により支援した推進員の
延べ人数

人 155 154

人 5,310

森林環境譲与税により新たに計画的な森林整備
に着手した市町村数（森林を有する33市町村中）

14 10

10

5,000
大阪府や市町村と協働して、環境イベントや出前講座、セミナー等の
啓発機会を開拓するとともに、Webを活用した啓発にも努める。

最終的には森林を有する33市町村で適切かつ継続的な森林整備が行
われるよう、各市町村の森林状況等を勘案した効果的な取組みの実
施について、大阪府と連携して支援を行っていく。

大阪府と共同して研修を行うとともに、SNSやメールを活用して、出前
講座等の活動機会の提供や推進員のニーズ把握を行うなど、推進員
との連絡調整を綿密に行うことにより、推進員活動の活性化に努める。
また、新たな分野の推進員の確保に向けた研修会を開催する。

5,078

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R３実績値 R４実績値

150

市町村による森林環境譲与税を活用した
森林整備・木材利用の促進支援

6

155

森林環境譲与税により大阪府産材を使って実施
した木材利用の事業数

件

R５目標値

市町村 (3)

中期経営計画
最終年度

目標値（R７）
戦略目標達成のための活動事項

ウエイト
（R５）


